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証券コード 6022
2025年６月５日

（電子提供措置の開始日2025年６月４日）
株 主 各 位

東京都千代田区丸の内三丁目４番１号

代表取締役社長 阪 口 勝 彦

第127期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第127期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第127期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
（https://www.akasaka-diesel.jp/ir_info/financial_information/）
また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東証上場会社情報サービス
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）
上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦

覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、ご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら電
子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、2025年６月26日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送く
ださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1．日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時
2．場 所 静岡県焼津市柳新屋670番地の６

当社センタービル ３階 会議室（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
3．目 的 事 項

報 告 事 項 第127期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告及び計算書類
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。

◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第19条第２項の規定に基づき、事業
報告の「業務の適正を確保するための体制及びその運用状況」、「株主資本等変動計算書」及び「計算書類の個
別注記表」を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査
人が監査した書類の一部であります。

◎書面交付請求されていない株主様には、株主総会参考書類も併せてご送付しております。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金処分の件
剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
当社は株主に対する安定配当の継続を基本方針とし、業績及び経営環境等を総合的に勘案した

配当の実施を考えております。
第127期の期末配当につきましては、上記の方針を踏まえたうえで、当期の業績と経営体質の

強化及び今後の事業展開等を勘案し、下記のとおりといたしたいと存じます。
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金30円 配当総額 40,949,130円
③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年６月30日
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第２号議案 監査役２名選任の件
監査役 伊藤誠哉、中野良治の両氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります

ので、監査役２名の選任をお願いするものであります。なお、本議案の提出につきましては、予
め監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補
者
番
号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

１

（再任・社外）
なか の りょう じ

中 野 良 治
（1954年９月３日生）

1979年４月 三菱重工業株式会社入社
2008年12月 同社横浜製作所ディーゼル技術部部長
2012年６月 MHIエネルギー＆サービス株式会社

（現 MHIフォークリフト＆エンジ
ン・ターボホールディングス株式会社）
取締役KU技術部長

2016年７月 MHIさがみハイテック株式会社
総務部S/E（サービス部 KU技術担当
部長）

2017年６月 当社社外監査役（現任）

― 株

（選任理由）

中野良治氏は三菱重工業にてディーゼル機関の設計に関する業務に従事し
ており、長年の経験と豊富な知見を有することから、主に技術の面から当
社の監査に反映していただくため社外監査役として引き続き選任をお願い
するものであります。

２

（新任・社外）

長
な が さ わ よ し ひ ろ

沢 芳 裕
（1956年11月30日生）

1980年４月 株式会社静岡銀行入行
2010年 4 月 同行執行役員審査部長
2013年６月 同行取締役常務執行役員
2020年６月 同行取締役（非常勤）

静銀経営コンサルティング株式会社
代表取締役

2022年 7 月 焼津水産化学工業株式会社顧問
2023年 6 月 同社取締役（監査等委員）
2024年 6 月 同社監査役

― 株

（選任理由）
長沢芳裕氏は金融機関における長年の経験と財務等に関する豊富な知見を
有することから、主に財務の面から当社の監査に反映していただくため社
外監査役として新たに選任をお願いするものであります。
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(注)１ 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２ 中野良治、長沢芳裕の両氏は、社外監査役候補者であります。

なお、中野良治、長沢芳裕の両氏は東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしております。
中野良治氏は、現に東京証券取引所の定める独立役員として同取引所に届け出ており、原案どおり選
任された場合、引き続き独立役員となる予定です。長沢芳裕氏は、原案どおり選任された場合、東京
証券取引所の定める独立役員として同取引所に届け出て、新たに独立役員となる予定です。

３ 中野良治、長沢芳裕の両氏は当社又は当社の関係会社の業務執行者又は役員であったことはありませ
ん。

４ 中野良治、長沢芳裕の両氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員ではなく、また過去10年
間に当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員であったこともありません。

５ 中野良治氏は、現在当社の社外監査役であり、その就任してからの年数は、本総会終結のときをもっ
て、８年となります。

６ 中野良治、長沢芳裕の両氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける
予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

７ 中野良治、長沢芳裕の両氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親
等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

８ 当社と中野良治氏の間に、会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。中野良治氏の再任、長沢芳裕氏の新任が承認された場合、当社は中野良治氏との間の責任限
定契約を継続し、長沢芳裕氏との間には新たに責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限度とする予定であります。

９ 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる役員と
しての業務に起因して損害賠償請求がなされた場合に、法律上の損害賠償責任を負うことによって被
る役員の損害（損害賠賠償金や和解金、弁護士費用等の争訟費用）、及び「言いがかり訴訟」や「い
やがらせ訴訟」に巻き込まれ、法律上の損害賠償責任が発生しない場合にも、防衛のために要した争
訟費用を当該保険契約により補填することとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に
含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

以 上
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事 業 報 告

[2024年４月１日から ]2025年３月31日まで

1．会社の現況に関する事項
（1）当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当事業年度における国内経済は、株式市場や不動産市場の活況、前事業年度から続く物

価高等を背景に多くの企業が賃上げを行い経済状況の改善が見られました。一方、円安基
調の中、継続しているエネルギー価格の高止まりと食料品価格の上昇が家計の購買力を抑
制しており、アメリカの関税政策を起因として輸出産業を中心とした先行き不透明感も広
がっております。
海運・造船業界では、前事業年度から引き続き、気候変動問題解決のための脱炭素化と

海難事故防止・船員不足解消に向けた自動運航が掲げられ、多くの開発や取組みが行われ
ています。このような状況の中、国際海運の分野は脱炭素に貢献できる代替燃料を使用す
る新造船の建造も始まっており、コンテナやエネルギー、自動車等の輸送を主体に市場が
活発化しています。一方、当社の主要顧客が多い内航海運の分野では、船価高、船員不
足、脱炭素化に対する代替燃料の方向性が見えず新造船建造が低調な状況でありました
が、徐々に建造が回復傾向にあります。
当事業年度における業績は、内燃機関等の売上は減少したものの、円安に伴い海外船主

からの売上が増えたことにより部分品・修理工事等の売上は増加した結果、売上高は78
億45百万円（前期比1.1％減）となりました。
収益面では利益率の高い部分品の販売が好調であったことから原価率は前事業年度に比

べ改善しています。
その結果、営業利益19百万円（前期 営業損失12百万円）、経常利益58百万円（前期

比85.8％増）、当期純利益38百万円（前期比1.8％増）となりました。
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次に、当事業年度の部門別売上高につきましては、下記のとおりであります。
○ 舶用部門のうち主機関は、前期に比べ金額の大きい２サイクル機関が減少した結果、

当事業年度の売上高は18億26百万円（前期比5.4％減）となりました。
部分品及び修理工事並びに舶用関連機器は、円安に伴い海外船主からの売上が増えた
ことにより、売上高45億１百万円（前期比9.4％増）となりました。

○ その他事業部門は、前期の特注品の売上が剥落したこともあり、鋳造品は６億72百
万円（前期比0.3％増）、産業機械等加工組立工事は７億76百万円（前期比32.4％減）
となりその他事業部門全体の売上高は14億48百万円（前期比20.4％減）となりまし
た。

来期の見通しといたしましては、主機関の引合いは増加傾向にあり、積極的に受注活動
を展開してまいりますが、資機材高騰分を主機関の売価に転嫁することが難しい状況が続
くと予測されます。これを補うべく来期も継続して、部分品・修理工事の売上拡大を図
り、海外への販路拡大にも取組んでいきます。また、生産設備の稼働率向上を図り、鋳物
製品や機械加工品、受託製造機関の売上拡大にも注力いたします。
このような見通しのもと、来期は売上高81億円、営業利益10百万円、経常利益100百

万円、当期純利益70百万円を計画しております。
さらに次世代燃料エンジンや低燃費型新機関の開発や自動運航船の実用化に向けたシス

テム開発を加速させることに加え、清浄装置事業、ＢＤＦ（バイオディーゼル燃料）製造
事業などの新規事業の拡大を図り、持続的成長と社会課題の解決を通じて企業価値を高
め、当社ブランド力の向上を図ってまいります。
また、来期の配当につきましては、現時点の不透明な経済環境の推移を見極めたうえで

速やかに開示する予定であります。

② 設備投資の状況
当事業年度に実施しました設備投資総額はリースを含めて８億７百万円であります。
その主なものは、TNCクランクジャーナル旋盤２億78百万円、メタノール実験棟建屋

（付帯設備含む）２億42百万円、ＢＤＦ工場建屋（付帯設備含む）68百万円及び33ＬＳ
Ｈ架構外木型62百万円であります。
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（2）財産及び損益の状況
年 度

区 分
第124期
2021年度

第125期
2022年度

第126期
2023年度

第127期(当期)
2024年度

売 上 高 (百万円) 6,399 6,594 7,934 7,845

経 常 利 益 (百万円) 197 317 31 58

当 期 純 利 益 (百万円) 166 254 37 38

１株当たり当期純利益 (円) 125.50 192.42 28.19 28.46

総 資 産 (百万円) 11,513 12,701 13,831 14,035

純 資 産 (百万円) 7,812 8,111 8,967 8,959

（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（4）対処すべき課題
当社は、以下の項目を対処すべき課題として捉えて、当社のあるべき姿の実現に向けて課

題の克服に継続的に取組み、企業価値の向上を図ってまいります。

・主機関の国内シェア奪還と販売領域拡大。
・環境負荷低減機関の開発、省力化システムの開発。
・脱炭素化に向けた製造体制構築。
・品質システムの機能充実、管理力・技術力・技能向上。
・業務改革・生産体制効率化による収益を生み出す組織づくり。
・SDGs達成に向けた事業活動の実践。
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（5）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
一般貨客船・漁船用主機関、船内補助機関、動力・発電用各種ディーゼル機関の製造販売

及び修理を主たる事業とし、併せて、各種機械器具部品の設計、製造、修理、鋳造品、バイ
オディーゼル燃料の製造販売を行っております。

（6）主要な営業所及び工場並びに使用人の状況
① 主要な営業所及び工場（2025年３月31日現在）

本 社 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号
センタービル 静岡県焼津市柳新屋670番地の６
中 港 工 場 静岡県焼津市中港四丁目３番１号
豊 田 工 場 静岡県焼津市柳新屋670番地
営 業 所 東京都千代田区、焼津市、今治市
出張所,連絡所 福岡市，塩竃市

② 使用人の状況（2025年３月31日現在）
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

277名 5名増 42.49歳 17.61年

（注） 使用人数は就業人員（常用パートを含む）であります。

（7）主要な借入先及び借入額（2025年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 静 岡 銀 行 655百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 163 〃

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 149 〃

株 式 会 社 清 水 銀 行 108 〃

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 60 〃

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 12 〃

（8）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2．株式会社の株式に関する事項
（1）株式の状況（2025年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 3,200,000株
② 発行済株式の総数 1,540,000株
③ 株主数 1,169名
④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ア カ サ カ 共 栄 会 121 千株 ８.8 ％

DNB BANK ASA CLIENT ACCOUNT 97 〃 7.1 〃

東 京 ア カ サ カ 共 栄 会 72 〃 5.2 〃

株 式 会 社 静 岡 銀 行 64 〃 4.7 〃

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 64 〃 4.7 〃

赤 阪 治 恒 46 〃 3.3 〃

赤 阪 雄 一 郎 44 〃 3.2 〃

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション 41 〃 3.0 〃

駿 南 鐵 工 株 式 会 社 35 〃 2.5 〃

古 賀 隆 之 29 〃 2.1 〃

（注） 当社は、自己株式175千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は
自己株式を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
区 分 株 式 数 交 付 対 象 者

取締役（社外取締役を除く） 4,100株 1名

(注)１．当社の株式報酬の内容につきましては「３.(３)②取締役及び監査役の報酬等の総額」に記載のとおり
であります。

２．上記は、退任した当社役員に対して交付された株式を記載しております。

（2）新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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3．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 阪 口 勝 彦
代 表 取 締 役 専 務 塚 本 義 之 執行役員管理本部長
常 務 取 締 役 渡 瀬 守 執行役員品質保証本部長
取 締 役 斉 藤 隆 夫 執行役員営業本部長
取 締 役 黒 田 透 執行役員技術本部長
取 締 役 赤 阪 治 恒 駿南鐵工株式会社取締役

取 締 役 西 村 や す 子

司法書士法人つかさ代表社員
株式会社CREASTYLE代表取締役
株式会社CREAFARM代表取締役
株式会社ふじのくに物産代表取締役
伊藤ハム米久ホールディングス株式会社社外取締役

取 締 役 野 末 寿 一
静岡のぞみ法律特許事務所所長弁護士
株式会社ミスミグループ本社社外監査役
レック株式会社社外取締役（監査等委員）
相川鉄工株式会社社外取締役

常 勤 監 査 役 美 澤 啓 介
監 査 役 伊 藤 誠 哉
監 査 役 中 野 良 治
（注）1．取締役西村やす子氏及び取締役野末寿一氏は、社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独

立役員であります。
2．監査役伊藤誠哉氏及び監査役中野良治氏は、社外監査役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立

役員であります。
3．監査役伊藤誠哉氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
4．取締役杉本昭氏は、2024年６月27日開催の第126期定時株主総会終結の時をもって、任期満了によ

り取締役を退任いたしました。
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５．当社は執行役員制度を導入しております。なお、取締役兼務者以外の執行役員は以下のとおりであり
ます。

氏 名 役 位
原 野 谷 昌 弘 上席執行役員製造本部長
杉 本 秀 基 執行役員製造本部副本部長
秋 山 正 治 執行役員営業本部副本部長
土 屋 聡 志 執行役員品質本部副本部長
清 水 隆 明 執行役員技術本部副本部長

（ご参考）取締役の専門性及び経験（スキルマトリックス）
氏名 企業経営 ガバナンス 技術 営業・マーケ

ティング 財務・会計 法務・リスク
マネジメント

阪口 勝彦 〇 〇 〇 〇

塚本 義之 〇 〇 〇 〇

渡瀬 守 〇

斉藤 隆夫 〇

黒田 透 ○

赤阪 治恒 〇

西村やす子 社外 〇

野末 寿一 社外 〇
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（2）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

し、被保険者が負担することになる役員としての業務に起因して損害賠償請求がなされた場合に、
法律上の損害賠償責任を負うことによって被る役員の損害（損害賠償金や和解金、弁護士費用等
の争訟費用）、及び「言いがかり訴訟」や「いやがらせ訴訟」に巻き込まれ、法律上の損害賠償責
任が発生しない場合にも、防衛のために要した争訟費用を当該保険契約により補填することとし
ております。
当該役員等賠償責任保険の被保険者は当社取締役及び監査役並びに当社が採用する執行役員制

度上の執行役員であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令

違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対象になら
ないなど、一定の免責事由があります。
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（3）取締役及び監査役の報酬等
① 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2021年３月９日開催の取締役会において、取締役の報酬等の内容に係る決定方針（以
下、決定方針）を決定しております。
決定方針の概要は以下のとおりです。
基本報酬（月例の固定金銭報酬）については取締役の役位に応じて設定される基準額に各事業年

度の業績見込み等を参考に決定いたします。
株式報酬（非金銭報酬）は、株式給付信託を採用しており、対象となる取締役に対して、取締役

会で定めた株式給付規程に従って役位に応じたポイントを付与し、ポイントの数に応じて、役員を
退任した時に当社株式を交付いたします。
取締役の個人別の報酬等は、取締役会において役員報酬に関する決議を行い出席取締役の承認の

もと代表取締役社長阪口勝彦に一任されて決定しております。委任内容は、役員報酬規程に沿って
役員報酬を定めることになります。
代表取締役に委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域や職責の評価を

行うには代表取締役が適しているからでありますが、取締役会は、代表取締役によって適切に報酬
が行使されるよう、報酬額決定の妥当性について、社外取締役に審議をいただいたうえで決定する
こととしております。当該措置により、恣意的な決定はなされずに各取締役の個人別の報酬額が決
定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。
また、監査役の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する視点から月例の固定金銭報酬の

みで構成され、各監査役の報酬額は、監査役の協議によって決定されております。

② 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

99
(６)

90
(６) ８ ９

(２)
監 査 役
（うち社外監査役）

18
(７)

18
(７) ― ３

(２)
合 計 117 108 ８ 12

（注）1．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2．取締役の報酬限度額は、1993年６月29日開催の第95期定時株主総会において月額18百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締
役（社外取締役を除く。）の員数は10名です。

3．監査役の報酬限度額は、1993年６月29日開催の第95期定時株主総会において月額３百万円以内と決
議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

4．当事業年度に計上した役員株式給付引当金繰入額８百万円は非金銭報酬等に記載しております。
5．取締役の株式報酬制度は、2018年６月27日開催の第120期定時株主総会において導入の決議いただ

いております。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は６名です。
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（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

社外役員の重要な兼職につきましては、「３．会社役員に関する事項（１）取締役及び
監査役の状況」に記載のとおりであります。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取締役 西 村 やす子

当事業年度開催の取締役会12回中12回出席しております。
出席した取締役会において、社外取締役として決議事項や報告

事項について適宜質問するとともに、会社経営者、司法書士とし
ての幅広い見地と経験から必要に応じて意見を述べております。

取締役 野 末 寿 一

当事業年度開催の取締役会12回中12回出席しております。
出席した取締役会において、社外取締役として決議事項や報告

事項について適宜質問するとともに、弁護士、他社の社外取締
役・監査役としての幅広い見地と経験から必要に応じて意見を述
べております。

監査役 伊 藤 誠 哉

当事業年度開催の取締役会12回中12回出席し、また当事業年
度開催の監査役会11回中11回出席しております。
出席した取締役会及び監査役会において、社外監査役として決

議事項や報告事項について適宜質問するとともに、主に財務の面
から必要に応じて意見を述べております。

監査役 中 野 良 治

当事業年度開催の取締役会12回中12回出席し、また当事業年
度開催の監査役会11回中11回出席しております。
出席した取締役会及び監査役会において、社外監査役として決

議事項や報告事項について適宜質問するとともに、主に技術の面
から必要に応じて意見を述べております。

③ 責任限定契約の内容の概要
当社と社外役員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限度としております。

④ 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
業務執行者から独立した客観的な立場で取締役会に出席し、会社経営について意見を述

べ決議事項に参加及び取締役の報酬についての審議を行っております。
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4．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 東陽監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23百万円

（注）1．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
当社監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を

通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出根拠
等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の
額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認め

られる場合に、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場
合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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5．会社の体制及び方針

１．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況
当社は、取締役会において決定した会社法第362条第４項第６号に定める会社の業務の適正

を確保するための体制の整備に関する基本方針に基づき、内部統制システムを整備し運用して
おります。決定内容の概要は以下のとおりであります。

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合し、且つ社会的責任及び企業倫理を

果たすため「企業行動憲章」(コンプライアンス・ポリシー) を定め、それを役員及び
従業員に周知徹底する。

② コンプライアンス担当役員を置き、またコンプライアンス担当部署を設置する。コンプ
ライアンス担当部署は、コンプライアンスマニュアルを作成し役員及び従業員に周知徹
底する。

③ 各本部は、それぞれの本部に関するコンプライアンスの管理を行い、各本部長は、各本
部のコンプライアンス責任者として、コンプライアンスの状況を必要に応じ取締役会に
報告する。尚、各本部に属さない部・室については、コンプライアンス責任者として所
管の担当役員がこれに充たる。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、情報管理規程を作成し、その保存媒体に応じ

て適切且つ確実に検索性の高い状態で保存・管理する。又、保存期間については規程に基づ
き必要に応じ期間を定め、期間中は閲覧可能な状態を維持する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理体制の基礎としてリスク管理規程を定め、担当役員を置き、同規程に従った

リスク管理体制を構築する。
② 各本部は、それぞれの本部に関するリスク管理を行い、各本部長は、各本部のリスク管

理責任者としてリスクの状況を必要に応じ取締役会に報告する。尚、各本部に属さない
部・室については、リスク管理責任者として所管の担当役員がこれに充たる。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 収支計画及び予算計画に基づき、会社として達成すべき目標を明確にするとともに、取

締役ごとの業績目標を明確にする。
② 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締

役会を月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に取締役会を開催し執行決定を行う
ものとする。

（5）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① コンプライアンス担当部署はコンプライアンス・プログラムを策定し、それを実施する

ことにより、役員及び従業員に対しコンプライアンスの知識を高め、尊重する意識を醸
成する。

② 執行部門から独立した組織として総合内部監査室にてコンプライアンス体制の浸透状況
をチェックする。

③ 法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について社内報告体制として社内通報
システムを整備する。

④ 市民生活や企業活動の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との関係を一切
遮断し、それらの活動を助長させたり、経済的利益を含む一切の利益を供与することに
荷担しないことにしている。

（6）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制
リスク管理規程に基づき、リスクの評価及び管理体制を適切に構築する。

（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
監査役を補助すべき使用人として監査役は必要な人員を置くことができる。

（8）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては事前に監査役の同意を

得るものとする。
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（9）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
① 役員及び従業員は、会社に重大な損失を与える事項が発生、又は発生する恐れがあると

き、役員及び従業員による違法、又は不正な行為を発見したとき、その他監査役が報告
すべきものと定めた事項が生じたときは監査役に報告する。

② 前記に拘わらず、監査役はいつでも必要に応じて役員及び従業員に対して報告を求める
ことができる。

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 役員及び従業員は監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努

める。
② 監査役は代表取締役と随時意見交換を行い、又、総合内部監査室との連携を図り適切な

意思疎通及び効果的に監査業務の遂行を図るとともに取締役との相互牽制を図る。

（11）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下

のとおりであります。
① 主な会議の開催状況として、取締役会は11回開催され、取締役の職務執行の適法性を

確保しております。その他、監査役会は11回開催いたしました。
② 監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取

締役社長及び他の取締役、総合内部監査室、会計監査人との間で意見交換会を実施し、
情報交換等の連携を図っております。

③ 総合内部監査室は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行の監査、内部
統制監査を実施いたしました。

④ 静岡県企業防衛対策協議会事務局に加盟、連絡会等に出席し反社会的勢力に関する情報
の収集を行っております。
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２．株式会社の支配に関する基本方針
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は以下のとおりで

あります。

（１）基本方針の内容の概要
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の

企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に
確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。
当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主

全体の意思に基づいて行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大
量取得行為であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを
否定するものではありません。
しかしながら、株式の大量取得行為の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同

の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれが
あるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量取得行為の内容等について検討しある
いは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、
対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交
渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくあ
りません。
当社株式の大量取得行為を行う者が、当社の企業価値の源泉を理解したうえで、それを

中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀
損されることになります。
当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得行為を行う者

は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者に
よる大量取得行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価
値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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（２）基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要
(a)中期経営計画による企業価値向上への取組みについて

当社は、舶用業界に押し寄せてきている環境規制をビジネスチャンスと位置づけ、環境
に配慮した技術を積極的に打ち出すことで、競合他社との差別化を図ってまいります。以
上の経営方針を実現するため、以下の施策に経営資源を重点的に投下することで企業価値
向上を図ります。
また、今後も従来と変わらず中長期観点から、株主に対する経営成果の還元と将来的な

成長力の確保に配慮し、適正な利益配分に努めてまいる所存であります。
① 営業戦略 …販売領域拡大と戦略的拡販、営業支援システム導入
② 技術開発 …ゼロエミッション機関の開発、自動運航対応技術の開発
③ 製造工場改革…脱炭素化に向けた製造体制構築、将来に向けた設備体制・

人員体制の構築
④ 業務改革 …生産効率の向上、人事政策、営業拠点の見直し
⑤ 事業の多柱化…防音室・防音床等船内環境製品の販売拡大、

エネルギー関連事業・成長分野への参入

(b)コーポレート・ガバナンス強化による企業価値向上の取組み
当社は、企業価値を継続的に増大し、経営の透明性・公平性を確保し、取締役会におけ

る監督機能の強化、意思決定の迅速化を図るために、2012年６月28日開催の第114期定
時株主総会より取締役の人員を８名以内とし、2012年７月１日より執行役員制度を導入
しております。また、2016年６月29日開催の第118期定時株主総会より独立性の高い社
外取締役を選任し、取締役会の監督機能の強化を図っております。
監査役会は、当社の業務内容を熟知する常勤監査役に加え、財務会計に秀でた知見を有

する社外監査役、そして製造業に欠かせない技術・製造・アフターサービスにおける経験
の豊富な社外監査役の３名で構成し、取締役の出席する主要な会議に同席して大所高所か
らの見解を述べることで業務の適正化に貢献しております。
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（３）不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため
の取組み
現時点で、当社は、当社の株式の大量取得を行うものに対して、これを防止するための

具体的な取組み（買収防衛策）を定めておりませんが、当社株式を大量に取得しようとす
る者が出現し、当該大量取得が不適切な者によると判断される場合には、当該大量取得行
為の是非を株主の皆様が適切に判断するための十分な情報及び検討のための時間を確保す
るよう努める等、会社法及び金融商品取引法等の関係法令に則り必要かつ相当な措置を講
じてまいります。
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在 ）

単位 千円（未満切捨）

資 産 の 部 負 債 の 部
１ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

２ 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
その他の無形固定資産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
長 期 預 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

6,738,659
723,923
294,397
525,184

1,950,248
96,846

2,442,234
617,062

9,556
79,293

△87
7,296,628
3,563,919
1,291,255
168,621
486,406

8,338
137,780
858,347
599,181
13,987
66,740
59,682
7,058

3,665,967
2,302,766

9,052
374

17,121
6,480
7,076

850,000
404,460
86,865

△18,230

１ 流 動 負 債 3,102,526
支 払 手 形 12,688
電 子 記 録 債 務 231,835
買 掛 金 1,156,256
短 期 借 入 金 174,980
社 債 （一 年 以 内 償 還 ) 40,000
長期借入金（一年以内返済) 294,280
リ ー ス 債 務 95,484
未 払 金 119,378
未 払 費 用 267,594
未 払 法 人 税 等 17,417
契 約 負 債 288,436
賞 与 引 当 金 150,600
製 品 保 証 引 当 金 62,616
受 注 損 失 引 当 金 77,992
そ の 他 の 流 動 負 債 112,966

２ 固 定 負 債 1,973,407
長 期 借 入 金 679,764
リ ー ス 債 務 550,828
退 職 給 付 引 当 金 18,408
役 員 株 式 給 付 引 当 金 35,698
執行役員退職慰労引当金 2,887
繰 延 税 金 負 債 603,885
そ の 他 の 固 定 負 債 81,935

負 債 の 部 計 5,075,933

純 資 産 の 部
１ 株 主 資 本 7,776,552
資 本 金 1,510,000
資 本 剰 余 金 926,957

資 本 準 備 金 926,345
そ の 他 資 本 剰 余 金 611

利 益 剰 余 金 5,746,092
利 益 準 備 金 377,500
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,368,592

固定資産圧縮積立金 48,917
別 途 積 立 金 3,930,030
繰 越 利 益 剰 余 金 1,389,644

自 己 株 式 △406,497
２ 評価・換算差額等 1,182,801

その他有価証券評価差額金 1,182,801
純 資 産 の 部 計 8,959,354

資 産 の 部 合 計 14,035,287 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計 14,035,287
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損 益 計 算 書

[2024年４月１日から ]2025年３月31日まで
単位 千円（未満切捨）

科 目 金 額
売 上 高 7,845,996
売 上 原 価 6,322,749

売 上 総 利 益 1,523,246
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,504,098

営 業 利 益 19,148
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,233
受 取 配 当 金 62,203
そ の 他 11,173 77,610

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,316
役 員 退 職 慰 労 金 6,685
支 払 補 償 費 8,258
そ の 他 7,089 38,350
経 常 利 益 58,408

税 引 前 当 期 純 利 益 58,408
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,231
法 人 税 等 調 整 額 13,141 20,372
当 期 純 利 益 38,035
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株主資本等変動計算書

[2024年４月１日から ]2025年３月31日まで
単位 千円（未満切捨）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 別途積立金

当 期 首 残 高 1,510,000 926,345 621 926,966 377,500 54,616 3,930,030
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
固定資産圧縮積立金の取崩 △5,699
自 己 株 式 の 取 得
株式給付信託による自己株式の処分
譲渡制限付株式報酬 △9 △9
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 中 の
変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △9 △9 ― △5,699 ―
当 期 末 残 高 1,510,000 926,345 611 926,957 377,500 48,917 3,930,030

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計
そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,386,865 5,749,013 △423,214 7,762,766 1,205,146 1,205,146 8,967,912
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △40,956 △40,956 △40,956 △40,956
当 期 純 利 益 38,035 38,035 38,035 38,035
固定資産圧縮積立金の取崩 5,699 ― ― ―
自 己 株 式 の 取 得 △335 △335 △335
株式給付信託による自己株式の処分 17,252 17,252 17,252
譲渡制限付株式報酬 △200 △209 △209
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 中 の
変 動 額 （純 額)

△22,344 △22,344 △22,344

当 期 変 動 額 合 計 2,778 △2,921 16,716 13,786 △22,344 △22,344 △8,558
当 期 末 残 高 1,389,644 5,746,092 △406,497 7,776,552 1,182,801 1,182,801 8,959,354
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個 別 注 記 表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② 関連会社株式 移動平均法による原価法
③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・製品、仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）
・原材料、貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
（2）固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額
法）

② リ ー ス 資 産 リース期間定額法（リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法）

③ 無 形 固 定 資 産 定額法（自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間に基
づいております。）

（3）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき
額を計上しております。

③ 製品保証引当金 売上製品の保証費用に充当するため、個別に見積ることができる費用につい
ては当該費用を、その他については個別費用を除いた金額を実績基準により
引当計上しております。

④ 受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末に受注が確定してい
る案件のうち、受注に伴って発生する損失が確実視され、かつその金額を合
理的に見積もることができる場合には、翌事業年度以降に発生が見込まれる
額を引当計上しております。
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⑤ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。
1.退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。
2.数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処理をしています。
⑥ 役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく当社の取締役（社外取締役は含みません。）に対

する将来の当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債
務の見込額を計上しております。

⑦ 執行役員退職慰労引当金 執行役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
①舶用内燃機関の販売
当社は、顧客との販売契約に基づき舶用内燃機関の設計・製作及び納入・据付を行う義務を負っておりま

す。
舶用内燃機関の納入・据付にあたっては、当社は指導員の派遣を行うのみであることから、契約の観点か

ら別個のものであると判断し、加えて重要性が乏しいことから独立した履行義務として識別しておりませ
ん。
製品の販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場

合には、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項を適用し出荷時に収益を認識しております。一部、
海外の顧客への販売については、製品の船積時に収益を認識しております。
②部分品販売及び修理工事、並びに他社製品の鋳物部品の製作及び機械加工
当社は内燃機関関連事業として、顧客との販売契約に基づき製品を引き渡す義務を負っております。
製品の販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場

合には、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項を適用し出荷時に収益を認識しております。一部、
海外の顧客への販売については、製品の船積時に収益を認識しております。
また、事後的に顧客から受け取る対価の総額に減少が生じる取引に関しては、顧客への財又はサービスの

提供時に取引の対価の変動部分の額を見積り、認識した収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に
限り取引価格に含めております。
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（5）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を充たしている為

替予約については振当処理に、特例処理の要件を充たしている金利スワップ
については、特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約
ヘッジ対象…借入金に係る金利変動リスク、外貨建金銭債権リスク

③ ヘッジ方針 借入金の金利変動リスク及び外貨建金銭債権の為替相場の変動リスクをヘッ
ジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ
ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ･フロー変動
を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定
は省略しております。

2．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました「支払補償費」は、金額的重要性が

増したため当事業年度において独立掲記しております。

3．会計上の見積りに関する注記
① 製品保証引当金

貸借対照表の製品保証引当金は、62,616千円を計上しております。
製品保証費用を個別に見積もる案件としては、当社は生じた不具合の中から、質的・量的重要性を考慮

し、社内規定に基づき選定しております。その上で、案件毎に、過去の修理費用の実績や対応に係る期間、
瑕疵の負担割合等を考慮して、将来の費用のうち、当社が負担すると合理的に見込まれる金額を見積もって
おります。
当該見積りは、案件毎の対策の収束見込時期の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生

した費用の時期及び金額が見積り額と異なった場合、翌事業年度の損益に重要な影響を与える可能性があり
ます。
なお、個別に見積もることができる費用として引当計上したもの以外の金額については、製品保証の対象

となる売上高に過去の実績率を乗じて算定しております。

2025年05月21日 15時44分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



29

② 受注損失引当金
貸借対照表の受注損失引当金は、77,992千円を計上しております。
舶用内燃機関の受注案件において、当該製品の製造及び販売に関して、当事業年度末時点で、発生が確実

に見込まれる製造原価及び販売直接費を合理的に見積もって、これらが受注した売上予測額を超える場合
に、受注損失引当金を計上しております。
当該見積りには、機関毎の性能や仕様の違いに応じた見積りが必要となります。また、製造原価の重要な

構成要素である原材料費や、工数に応じて配分される関連部署の加工費（直接労務費と製造間接費）の見積
りに際しては、過去の実績を基礎とした一定の仮定を置いております。この重要な仮定は、将来の不確実な
事象による影響を受けるため、実際に発生した金額が見積り額と異なった場合、翌事業年度の損益に重要な
影響を与える可能性があります。

③ 製品・仕掛品の評価
貸借対照表に製品は96,846千円、仕掛品は2,442,234千円を計上しております。
上記のうち、舶用内燃機関に係る製品及び仕掛品が合計768,408千円含まれております。
「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記（1）③」に記載のとおり、仕掛品の貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、期末における正味売却価額が仕掛品原価等を下回
った場合には、正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。
収益性の低下に基づく簿価切下げの検討に当たり、期末時点の仕掛品原価と出荷先（国内出荷又は海外出

荷）に応じて見積った販売直接費を集計し、契約受注額から仕掛品原価及び販売直接費の見積額を控除した
赤字額を、仕掛品評価損として売上原価に計上しております。当事業年度に、舶用内燃機関に係る製品及び
仕掛品について、合計55,237千円の評価損を売上原価に計上しております。
当該見積りに際しては過去の実績を基礎とした一定の仮定を置いておりますが、それらの見積りには将来

の不確実性が含まれており、実際に発生した金額が見積り額と異なった場合、翌事業年度の損益に重要な影
響を与える可能性があります。

④ 繰延税金資産
貸借対照表の繰延税金資産は、112,499千円を計上しております。
当社は収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得等に基づいて、繰延税金資産の回収可能性を判断して

おります。当該回収可能性の判断は、事業計画に基づく将来事業年度の課税所得の見積りを前提としており
ます。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した

課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌年度の損益に重要な影響を与える可能性があります。
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4．追加情報
（取締役に対する株式給付信託（BBT））
当社は、2018年６月27日開催の第120期定時株主総会決議に基づき、取締役の中長期的な業績の向上と企

業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入してお
ります。
（1）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、当社が定
める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給
付される株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時と
なります。また、社外取締役及び監査役は、本制度の対象外となります。
（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株
式として計上しております。当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額は56,286千円、株式数は26千株
となります。また、１株当たり情報の算定上、控除する自己株式に含めております。

5．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

建 物 1,199,320千円
土 地 488,702千円
投資有価証券 281,134千円

計 1,969,157千円
担保付債務
長 期 借 入 金（１年以内返済分含む） 901,544千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 15,571,066千円
（3）関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 140千円
短期金銭債務 28,034千円

6．損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高

営 業 取 引 （売 上 高） 27,491千円
営 業 取 引 （仕 入 高） 283,596千円
営 業 取 引 （そ の 他） 58,960千円
営業取引以外の取引（雑収入） 29千円
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7．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,540,000株 ― 株 ― 株 1,540,000株

（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 208,869株 260株 8,000株 201,129株
（注）１．普通株式の自己株式には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」制度の導入に伴い、株式会社日本カストディ

銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式26,100株が含まれております。
２．普通株式の自己株式数の増加260株は単元未満株式の買取り他によるものであります。
３．普通株式の自己株式数の減少8,000株は株式給付信託の払出しによるものであります。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

2024年６月27日開催の第126期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 40,956千円
・１株当たり配当金額 30円
・基 準 日 2024年３月31日
・効 力 発 生 日 2024年６月28日

（注）2024年６月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する
当社株式に対する配当金1,023千円が含まれております。

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
2025年６月27日開催の第127期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配 当 金 の 総 額 40,949千円
・１株当たり配当金額 30円
・基 準 日 2025年３月31日
・効 力 発 生 日 2025年６月30日
・配 当 の 原 資 利益剰余金

（注）2025年６月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する
当社株式に対する配当金783千円が含まれております。
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8．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
仕 掛 品 評 価 損 否 認 額 53,706千円
未 払 事 業 税 4,315千円
製 品 保 証 引 当 金 19,003千円
賞 与 引 当 金 45,707千円
受 注 損 失 引 当 金 23,670千円
退 職 給 付 引 当 金 41,726千円
貸 倒 引 当 金 超 過 額 5,714千円
役 員 株 式 給 付 引 当 金 11,155千円
執行役員退職慰労引当金 902千円
長 期 未 払 金 4,935千円
そ の 他 22,128千円

小 計 232,966千円
評 価 性 引 当 額 △120,467千円

計 112,499千円

繰延税金負債
前 払 年 金 費 用 △162,112千円
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △22,138千円
その他有価証券評価差額金 △527,770千円
そ の 他 △4,362千円

計 △716,384千円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △603,885千円

（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立した こ

とに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま
した。
これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.35％から31.25％に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）は20,319千円増加

し、法人税等調整額は5,119千円増加、その他有価証券評価差額金が15,199千円減少しております。
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9．金融商品に関する注記
１）金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的
な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、又、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま
す。
（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
長期預金は、取引先金融機関の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日でありま

す。
借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的と

したものであり、償還日は最長で決算日後９年であります。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債権の為替相場の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引

であります。（当事業年度末に該当する取引はありません。）なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ
対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
「（5）重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。
（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、営業管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期
把握や軽減を図っております。
長期預金・デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信

用リスクはほとんどないと認識しております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しておりま

す。又、外貨建金銭債権の為替変動リスクを抑制するために為替予約取引を利用しております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、又、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
（4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。
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２）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。
なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）を参照ください。）。また、現金は注

記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形、電子記録債務、買掛金及び短期借
入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券 2,262,706 2,262,706 ―
長期預金 850,000 806,630 △43,369

資産計 3,112,706 3,069,336 △43,369
社債 40,000 40,000 ー
（１年以内償還予定の
社債含む）
長期借入金 974,044 974,136 92
（１年以内返済予定の
長期借入金含む）
リース債務 646,312 615,701 △30,611

負債計 1,660,356 1,629,837 △30,519
(注)市場価格のない株式等

区分 貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 40,060

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。

３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内容等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
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① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

上場株式 2,262,706 ― ― 2,262,706

資産計 2,262,706 ― ― 2,262,706

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期預金 ― 806,630 ― 806,630

資産計 ― 806,630 ― 806,630

社債 ― 40,000 ― 40,000

長期借入金 ― 974,136 ― 974,136

リース債務 ― 615,701 ― 615,701

負債計 ― 1,629,837 ― 1,629,837

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。

長期預金
長期預金は、デリバティブ内包型預金（マルチコーラブル預金）であり、その時価は取引金融機関から提

示された価格によっており、レベル２の時価に分類しております。

社債
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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10．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、静岡県焼津市において、賃貸用不動産（土地含む）を有しております。
当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は55,998千円（主な賃貸収益は売上高に、主な

賃貸費用は売上原価に計上）であります。
（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。
（単位：千円）

貸借対照表計上額
当事業年度末の時価

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

345,931 △6,079 339,852 711,535

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．期末の時価は、自社で合理的に算定した価額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）でありま

す。

11．持分法損益等に関する注記
（1）関連会社に関する事項

関連会社に対する投資の金額 9,052千円
持分法を適用した場合の投資の金額 60,621千円
持分法を適用した場合の投資利益の金額 2,698千円

（2）開示対象特別目的会社に関する事項
当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

12．関連当事者との取引に関する注記
・関連会社等
重要性がないため、記載を省略しております。

13．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 6,691円72銭
（2）１株当たり当期純利益 28円46銭

(注)株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託(BBT）」が保有する、当社株式を「１株
当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」の算定上、期末株式数の計算において控除する自己株式
数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。

14．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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15．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
内燃機関関連
舶用内燃機関 1,826,600
部分品及び修理工事 4,501,175
その他 1,448,622

顧客との契約から生じる収益 7,776,397
その他の収益（注） 69,599
外部顧客への売上高 7,845,996
(注) 「その他の収益」は不動産等の賃貸による収益であります。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 「(4)収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

(単位：千円)
当事業年度（期首）
(2024年4月1日)

当事業年度
（2025年3月31日）

顧客との契約から生じた債権
受取手形 248,119 294,397
電子記録債権 614,668 525,184
売掛金 1,599,295 1,950,248

契約負債 209,531 288,436
契約負債は、契約に基づく履行に先立って受領した前受金であり、契約に基づき履行した時点で収益に

振替えられます。
当事業年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた金額は209,531千円でありま

す。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社においては、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用し、

残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に取引価
格に含まれていない重要な金額はありません。
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計算書類に係る会計監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月16日

株式会社 赤 阪 鐵 工 所
取 締 役 会 御 中

東 陽 監 査 法 人
名古屋事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 桐 山 武 志
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 橋 本 健太郎

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社赤阪鐵工所の2024年４月１日か

ら2025年３月31日までの第127期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第127期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、電話回
線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしま
した。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に関して業務及び
財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び
第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組みについ
ては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118
条第3号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうもので
はなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月19日

株 式 会 社 赤 阪 鐵 工 所 監 査 役 会
常勤監査役 美 澤 啓 介 ㊞
社外監査役 伊 藤 誠 哉 ㊞
社外監査役 中 野 良 治 ㊞

以 上

2025年05月21日 15時44分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



西焼津駅
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国
道

号
線

150
東海道

新幹線
ジュエルツチヤ

アステラス製薬田子重

静岡トヨタ自動車

センタービル
株式会社
赤阪鐵工所

定時株主総会会場ご案内図

会 場 静岡県焼津市柳新屋670番地の６ 赤阪鐵工所センタービル３階
お問い合わせ先 電話（054）685−6081

ＪＲ東海 西焼津駅南口下車 徒歩８分
お車でお越しの際は、県道大富藤枝線沿いの西門よりお入りください。
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